
第１章

ブラジルの大豆産業

――アグリビジネスの持続性と条件――

小 池　洋 一

はじめに

　ブラジルは国際的に比較優位をもつ農産物，鉱物資源とそれらの加工品の

輸出によって経済グローバル化に参加した。他のラテンアメリカ諸国と比べ

ると鉄鋼，自動車，飛行機など製造業の輸出もあり，一次産品輸出経済への

回帰ではないが，品目別に貿易収支を見ると，一次産品とりわけ農産物とそ

の加工品が外貨の大半を生み出している。農業部門は，肥料などの投入財，

農産物の加工業，それらの流通業を含めたアグリビジネスで見ると，���の

３０％に達する。農産物のなかで最も著しい成長をとげたのは大豆であった。

ブラジルの大豆が世界生産，輸出に占める割合はそれぞれ２５％，４０％に達す

る。

　大豆生産と輸出はブラジルの農業に構造的な変化をもたらしている。大豆

栽培は資本力を必要としたため，農民層の分解を促し，大規模な農家が成長

した。多国籍穀物メジャーは生産者への金融，肥料・種子の供給などをつう

じて大量の大豆を調達し，また自らの搾油工場で大量の大豆油，粕などを生

産し，さらに輸出のための輸送網，海外販売拠点を整備し，ブラジル大豆の

流通・加工を支配することになった。穀物メジャーによる生産，流通網，産

業コンプレックス（１）の形成は，ブラジル大豆とその加工品の世界市場への参



加を容易にし，ブラジル大豆の世界市場でのプレゼンスを高めた。アグリビ

ジネスをつうじて国際経済・政治に対する影響力を高めようとするブラジル

政府の政策も大豆産業の発展を促した。

　それではブラジルの大豆産業は今後とも持続的な発展が可能であろうか。

大豆はもっぱら価格が競争手段となるコモディティのひとつであり，需給に

よって価格が大きく変動し，農家所得は不安定である。世界的な需要増に対

応して栽培地の拡大，生産性の向上は可能であろうか。食糧源に加えてエネ

ルギー源としての期待に答えられるであろうか。

　本章は，ブラジルにおける大豆産業の発展の要因，多国籍穀物メジャーを

中心とする大豆産業コンプレックスの編成，世界的な需要拡大のなかでブラ

ジル大豆産業の持続的な発展の可能性を論じることを目的としている。

　大豆を取り上げるのは，それがブラジルにとって重要であるだけではなく，

世界にとっても食糧，飼料供給源として重要だからである。２００５�０６農業年

に大豆は世界の主要油糧種子７品目の総生産３億８８００万トンのうち２億１８００

万トンと５６�１％を占める。世界輸出に占める割合はさらに高い。主要油糧種

子７品目の総生産７６００万トンのうち大豆は６４００万トンと８４�９％を占める（２）。

中国などの新興国の成長と所得上昇は食生活に劇的な変化をもたらし，植物

油，飼料原料としての大豆需要を増加させている。ブラジルは米国，アルゼ

ンチン，パラグアイなどとともに，急増する大豆需要を満たしている。大豆

はまた近年の石油価格の上昇，地球環境悪化のなかで，バイオ燃料原料とし

て注目されている。

　企業による生産，流通網編成，産業コンプレックスについてはサプライ・

チェーン，生産ネットワーク，コモディティ・チェーンなどの概念によって，

なかでも農業と食品工業についてはフード・レジーム，フード・システムそ

の他の概念で分析されている。それらは農業と食品工業の有機的な統合と寡

占企業による支配を論じている。開発論の分野では，グローバル・バリュー・

チェーン論が，国境を越えた機能的分業を内容とするバリュー・チェーンへ

の参加が開発途上国に持続的発展を可能にするか否かを論じている（３）。グ
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ローバル・バリュー・チェーン論では，生産，流通網の組織的効率（���������

����������），生産，流通網のガバナンス（統治）の構造，経済的レントの配分

が考察される。��������	［２０００］は，経済的レントが生産要素の生産性や参

入障壁によって生まれるとしたうえで，新たな生産国の参入と競争激化に

よって経済レントの大部分がデザインやマーケティングなど生産以外の活動，

あるいはグローバル・バリュー・チェーンのコーディネーション（ガバナン

ス）そのものから生まれるとしている。大豆産業に敷衍していえば，農家から

の大豆購入から，ロジスティックス，輸出を含む大豆販売に至る一連の経済

過程を統治し，組織的効率を実現することが，経済レントの大きな源泉とな

る。

　本章ではまず，第１節でブラジルのアグリビジネスの成長，アグリビジネ

スにおける大豆産業の位置を概観する。続く第２節では大豆産業の急速な発

展と高い国際競争力を可能にした生産面での変化，政府の大豆産業政策につ

いて論じる。第３節では穀物メジャーによるブラジル大豆の流通，加工，す

なわち産業コンプレックスの編成，その統治と手段，そして大豆生産農家と

穀物メジャー間での利益（あるいはリスク）の配分について論じる。最後のむ

すびで大豆産業が直面する課題を整理する。

第１節　アグリビジネスと大豆産業

　１．アグリビジネスの発展

　ブラジルにおける農業，アグリビジネスは１９８０年代半ば以降の経済自由化，

そのもとでの民間部門の活発な生産，販売活動によって急速に発展した。経

済自由化に先立つ輸入代替工業化期には生産要素が工業部門に集中的に投下

された。工業の原料となり，労働者の食料となる農産物の価格は政策的に抑

制された。為替の過大評価が農産物輸出を困難にした。農業政策は１９８０年代
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半ばに対外債務，インフレの高進によって新たな時代を迎えた。インフレ抑

制，政府債務削減のため，農産物価格が凍結あるいは抑制され，また農業金

融の利子へのインフレ率上乗せが実施され，農業部門は膨大な債務を負い，

農業生産が停滞した。１９９０年代の経済自由化，１９９４年のレアル・プランによ

る経済安定化はそうした桎梏を取り除いた。他方で，国際競争力強化，輸出

振興が課題となった。市場原理が経済の基本となったとはいえ，農業，アグ

リビジネス部門はなお資金，技術，インフラなど多様な面で政府の支援を必

要とした。政府は，経済自由化以前の農業への過度な介入を改める一方で，

研究開発とその成果の民間への移転のほか，設備資金の供給によって農業，

アグリビジネス発展の隘路を取り除き，価格保証制度によって農業生産のリ

スクを軽減した。

　ブラジルの���に占める農業の割合は１０％程度まで低下しているが，農業

向けの投入財，農産物加工，農産物流通業を含めると，その割合は３０％弱に

達する。サンパウロ大学応用経済高等研究センター（�����）は全国農業連合

（���）の協力を受け，農産物加工，農産物流通業を含むアグリビジネスの���

を推計している。１９９０年代半ばから２０００年代半ばまでアグリビジネスが

���に占める割合は２８％から３０％の間で推移しているが，それによれば２００５

年におけるアグリビジネスの���は５３７６億レアルであった。うち農業が

３７８０億レアル，牧畜が１５９６億レアルであった（���������［２００６］）。

　同年のアグリビジネスの構造を見たのが図１である。農牧業部門の���

のおおよそ８５％は直接消費され，残りの１５％が投入財として加工業に利用さ

れている。農牧産品を原料とした加工業が生み出す���は１７５３億レアルで

農牧業のそれを約１５％上回る。農業生産，農産物加工，最終消費にかかわる

流通業の���は１７５９億レアルとアグリビジネスのなかでは最も大きい。農

牧業で利用される投入財部門の���は３３４億レアルであるが，アグリビジネ

スに占める投入財部門の割合は１９９５年の４�３２％から，２０００年には５�６９％，２００５

年には６�２１％と増加しており，肥料，農薬，種子，機械などの国内で生産さ

れる投入財が増加していることがうかがわれる。他方で，加工業の���がア
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グリビジネスに占める割合は１９９５年の３５�００％から，２０００年の３３�０９％，２００５年

の３２�６％と，わずかではあるが減少している（���������［２００６］）。これは，

後述するように，農畜産物（非加工品）の輸出が増加しているためである。

　ブラジルのアグリビジネスは世界生産，輸出において重要な位置を占めて

いる。表１はブラジルが多様な農産品と加工品で高い生産シェアと輸出シェ

アを占めていることを示している。ブラジルでは自動車，飛行機，鉄鋼など

の製造業の輸出が増加しているが，製造業の輸出のなかには農畜産品を原料
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投入財*33,405
A: 20,652 P: 12,754 A: 85,198 P: 67,843

A: 71,931 P: 57,936 

A: 13,267 P: 9,906 A: 149,746 P: 25,563

A: 122,400 P: 53,473

農牧業 153,041

農畜産物 129,867 最終消費

最終消費投入財 23,174 加工業 175,309

流通業 175,872

図１　ブラジルのアグリビジネスの構造（2005年）

（出所）CEPEA-USP［2006］から作成。
（注）図中の数字は各部門のGDP（100万レアル）。A: 農業， P: 牧畜，＊農牧業以外の投入財。

（出所）MAPA［2006b］。

表１　ブラジルの農産物・加工品の世界シェア

食肉

穀物

その

他

鶏肉

牛肉

豚肉

砂糖

コーヒー

オレンジ・ジュース

大豆粒

大豆粕

大豆油

綿花

トウモロコシ

米

39.88

26.43

14.05

38.70

30.06

83.02

31.72

43.24

28.25

5.40

2.26

0.78

1

1

4

1

1

1

2

2

2

4

5

11

16.12

15.36

2.85

19.81

35.39

55.38

24.50

16.91

17.71

5.03

5.35

2.23

2

3

4

1

1

1

2

2

2

4

5

9

生産物 輸出シェア（％） 順位 生産シェア（％） 順位

（2005年，推計）



とするものが多く含まれる。アグリビジネス部門が輸出全体に占める割合は

おおよそ４０％から４５％の間で推移している（図２）。アグリビジネス部門の割

合は５０％を下回っているが，貿易バランスを見ると，２００４年でアグリビジネ

ス部門は３４１億ドルの黒字であったのに対して，それ以外の部門はマイナス４

億ドルであり，ブラジルの外貨がアグリビジネス部門によって獲得されてい

ることがわかる。１９９０年におけるアグリビジネス部門の貿易収支は９８億ドル

（それ以外はマイナス９億ドル）であったから，同部門の貿易黒字は１９９０年から

２００４年に３�５倍になったことになる（����［２００６�］）。

��

（100万ドル）
70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

0.46

その他

アグリビジネス

比率

0.44

0.42

0.4

0.38

0.36

0.34

0.32

図２　アグリビジネス輸出比率の推移

（出所）MAPA［2006b］。
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（出所）大豆: BACEN［2001, 2006］，アグリビジネス1996～2004年：MAPA［2006b］，同2005年： 
Revista de Agronegócio, jan. de 2006。

表 2　アグリビジネスと大豆輸出

大豆粒（a）

大豆粕（b）

大豆油（c）

大豆計（d）=（a）+（b）+（c）

アグリビジネス（f）

大豆割合（g）=（d）÷（f）（%）

1,018

2,731

685

4,434

21,145

21.0

1996

2,452

2,681

532

5,665

23,404

24.2

1997

2,178

1,750

724

4,652

21,575

21.6

1998

1,593

1,504

564

3,661

20,514

17.8

1999

2,188

1,651

300

4,139

20,610

20.1

2000

2,726

2,065

415

5,206

23,863

21.8

2001

3,032

2,199

675

5,906

24,839

23.8

2002

4,290

2,602

1,042

7,934

30,639

25.9

2003

5,395

3,271

1,156

9,822

39,016

25.2

2004

5,345

2,865

1,022

9,232

43,601

21.2

2005

（単位：100万ドル）



　こうしてブラジルではアグリビジネスが成長し，輸出において重要な位置

を占めているが，そのなかで大豆とその加工品は特別の重要性をもっている。

アグリビジネスの輸出に占める大豆粒・粕・油の割合は，１９９０年代半ば以降

２０％前後で推移している（表２）。

　２．世界の大豆産業とブラジル

　大豆はブラジルのアグリビジネスの生産，輸出のなかで重要な位置を占め

ているだけではない。ブラジル大豆は世界の大豆供給のなかで重要な役割を

果たしている。世界では，中国など新興国での急速な経済成長と食生活の変

化，狂牛病発生にともなう欧州その他での飼料の穀物へのシフトその他の要

因から，大豆に対する需要が高まっている。ブラジルはアルゼンチン，パラ

グアイなどとともに，新たな需要を満たしている。

　表３は大豆の世界需給を見たものである。かつて米国は世界の大豆生産で

圧倒的な地位を占めていた。さらに輸出では米国は世界の大豆需要のほとん

どを満たしていた。しかし，大豆生産における米国のシェアは次第に低下し，

他方でブラジル，アルゼンチンの地位が上昇し，２０００年代には両国の生産は

米国を上回った。

　大豆は生産集中が著しい作物である。上位３カ国で世界生産の８２�０％（２００５��

０６年。以下同じ）を占めている。輸出における米国，ブラジル，アルゼンチ

ンのシェアは生産より大きく，９１�５％に達する。輸入を見ると中国が最も多

く，２００５年で２８３０万トンと世界の輸入合計の４４�１％を占める。中国は世界有

数の大豆生産国であるが，同時に輸入大国でもある。中国に次いで輸入が多

いのは��，日本などである。

　このようにブラジル，アルゼンチンなどのラテンアメリカ諸国は現在世界

の大豆生産において重要な位置を占めているが，伝統的な生産国ではない。

生産の増加は近年，１９７０年代以降のことである。米国は１９７０年代以前には世

界の大豆生産において圧倒的な地位を占めていたが，その後ブラジル，アル

第１章　ブラジルの大豆産業　��



ゼンチンでの大豆生産が急成長し，１９９０年代にはその騰勢が強まった（図３）。

他方でかつて米国に次ぐ生産国であった中国の大豆生産は停滞している。中

国は大豆の原産国である。伝統的な産地である北東部では増産が図られてい

るが，機械化，高収量品種の開発の遅れに加えて，農業用水の不足の深刻化

などの問題があり，生産性は低水準にとどまっている。他方で経済の急成長

��

（出所）USDA Foreign Agricultural Service［2006］。
（注）在庫は省略した。      

表３　世界の大豆粒需給

2000/01

75,055

39,500

27,800

15,400

5,250

3,502

175,998

27,103

15,469

7,415

2,509

53,862

13,245

17,525

4,767

53,161

44,625

18,900

22,742

17,300

16,598

146,706

2001/02

78,672

43,500

30,000

15,410

5,400

3,547

185,094

28,948

15,000

6,005

2,285

53,406

10,385

18,539

5,023

54,453

46,259

20,250

24,693

20,859

17,636

158,183

2002/03

75,010

52,000

35,500

16,510

4,000

4,500

197,034

28,423

19,734

8,714

2,806

61,179

21,417

16,872

5,087

63,109

43,948

26,540

23,168

23,526

16,325

165,687

2003/04

66,778

51,000

33,000

15,394

6,800

3,911

186,770

24,128

19,816

6,926

2,776

55,804

16,933

14,638

4,688

54,160

41,622

25,439

29,323

25,021

13,909

163,598

2004/05

85,013

53,000

39,000

17,400

5,850

4,050

215,954

29,860

20,136

9,312

2,888

64,539

25,802

14,638

4,295

63,597

46,160

30,362

29,252

27,313

13,995

175,755

83,368

55,000

40,500

16,350

6,300

4,000

218,037

27,778

25,900

7,262

1,310

64,428

28,317

13,800

3,957

64,237

47,320

34,500

28,050

31,886

13,175

184,092

2005/06

生産

米国

ブラジル

アルゼンチン

中国

インド

パラグアイ

その他共世界計

輸出

米国

ブラジル

アルゼンチン

パラグアイ

その他共世界計

輸入

中国

EU25

日本

その他共世界計

搾油

米国
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と所得の上昇によって食料用の大豆油，飼料用の大豆粕需要が急速に増加し

ている。その結果，２０００年代には大豆の純輸入国に転落した（図４）。中国は

大豆粒を輸入し，搾油し油，粕を国内市場に供給している。輸入の増加にと

もない搾油工場は沿岸に立地するようになった（油脂工業会館［２００６］）。

　ブラジル大豆の輸出仕向け地は表４のとおりである。２０００年代になって中

国への輸出が急激に増加した。２００５年の輸出は大豆粒で７２０万トン，油３７万ト

ンに達した。大豆粒では中国向けは全体の３１�９％に達した。中国の需要動向

はブラジルの大豆産業を展望するうえで決定的な重要性をもっている。ブラ

ジル大豆はオランダなどヨーロッパ諸国にも大量に輸出されている。ヨー

ロッパは多様な食用油を消費するが，ブラジルからは大豆粒とともに飼料用

の大豆粕を大量に輸入している。他方でイラン，インドのように飼料用の大

豆粕の需要がない国では，大豆粒では輸入せず油の形で輸入している。
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図３　国別大豆粒生産の推移

（出所）FAOSTAT。
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図４　中国の大豆粒需給の推移

（出所）FAOSTAT。

（トン）
25,000,000

20,000,000

15,000,000

10,000,000

5,000,000

生産
輸入
輸出

0

19
61
19
64
19
67
19
70
19
73
19
76
19
79
19
82
19
85
19
88
19
91
19
94
19
97
20
00
20
03

（出所）MAPA［2004, 2005］。

表４　ブラジル大豆の輸出仕向け国の推移
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　ブラジルにおける大豆生産の増加は，アルゼンチンなど新興生産国ととも

に，世界の食糧，飼料の安定的供給を実現してきた。その結果，大豆の国際

価格は長期間にわたって全体として安定的に推移している。近年においても

中国などでの需要の急増にもかかわらず価格が安定的に推移している（図５）。

　米国アイオワ大学食糧・農業政策研究所は２０１５�１６年までの国別大豆生産

を予測しているが，米国，中国の生産がそれぞれ年８０００万トン程度，２０００万

トン弱と停滞し，アルゼンチンも増加率が鈍化し２０１５�１６年で６０００万トンを

下回るのに対して，ブラジルのみが生産が高い割合で増加し，２０１５�１６年に

は９０００万トンを超えると予測されている。他方で大豆貿易収支を見ると，

２０１５�０６年で，大豆粒ではブラジルが一国で世界収支の５４�２％（４６００万トン）

を占めると予想している。他方で中国の純輸出は世界収支のマイナス５５�７％

（４８００万トン）を占めると予想している。つまりブラジルは中国の不足量のほ

とんどすべてを賄うということになる（�����������	
����	����
��������	���

���������［２００６］）。要するにブラジルは，世界の大豆生産，輸出において現在

米国に拮抗し，将来はそれを凌駕することになる。

�
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図５　大豆の国際価格の推移（シカゴ）

（出所）ABIOVEホームページ統計から作成（www.abiove.com.br/cotacoes_br.html.）。
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第２節　大豆産業の発展と政府の産業政策

　ブラジルの大豆産業は１９７０年代に成長し，１９８０年代以降の経済自由化，グ

ローバル化にともない飛躍を遂げた。ブラジル政府は国際的な食糧，バイオ

燃料需要の増加のなかで大豆を経済的，政治的な戦略資源として利用しよう

としている。

　１．大豆栽培の発展

　�　セラード開発

　ブラジルの大豆栽培は１９４０年代に南部のリオグランデドスル州で開始され

た。１９７０年代になると，同じ南部のパラナ州において霜害に悩むコーヒーに

代わる作物として大豆栽培が奨励され，多額の農業信用が与えられ，栽培，

収穫で機械化が進んだ。南部ではセヴァル（�����），オヴェブラ（������）な

ど大規模な搾油企業が設立された。また油粕を飼料とする鶏肉産業が誕生し

た。１９６０年代までの大豆栽培は国際的に見れば小規模で大豆油，粕はもっぱ

ら国内市場に向けられた（４）。

　ブラジルの大豆が世界市場で飛躍を遂げたのは１９７０年代以降であった。と

くに新たな農業フロンティアとしてサバンナ地域であるセラード（�������）

が開発され，広範に大豆が栽培されたことが飛躍の要因となった。セラード

地帯はブラジル中央部に位置し約２億ヘクタールと広大な面積をもつ。長い

間不毛の乾燥地とみなされ，農耕不適地とされてきたが，実際には貧相な植

生は降雨不足が原因ではなく，土壌の化学的要因によるものであることが明

らかになった。土壌が貧困で強い酸性をもつが，それらは石灰投入，施肥に

よって改良が可能であった。比較的平坦なため機械を使った大規模な耕作が

可能であった。全体として乾燥しているが雨季には一定の降雨量があり，灌

漑などによって水の管理が容易であった。科学的な研究の成果によってセ

��



ラードが農地として利用可能であることが知られるようになると，セラード

は農業の新たなフロンティアとして注目されるようになった。

　大豆栽培でセラードが注目されたのは，すでに南部には大豆栽培拡大のた

めのフロンティアは存在しなかったことがある。セラードが位置する中西部

の開拓はまた，国家統合を進めるうえでも重視された。当時ブラジルは軍事

政権下にあり，内陸開発は安全保障上重要視された。ブラジルは１９５９年にブ

ラジリアを建設したが，新首都が位置する中西部のセラード地域は産業が乏

しく，人口も少ないため，国家統合，安全保障上の空白地帯であった。セラー

ド開発は，経済的理由からだけではなく，政治的な理由からも必要とされた。

　セラードでの大豆栽培が推進された背景には１９７０年代初頭の国際穀物市場

の変化もあった。国際市場における油糧種子需要の急増，生産国における天

候不順による不作，それらにともなう穀物在庫の払底と価格の急上昇である。

１９７２年にはペルーのアンチョビ漁獲量が急減し，それは高蛋白食糧全般の供

給能力への不安を醸成した。同じ年米国の大豆生産は天候不順によって減少

し，大豆価格が高騰した。国内の大豆供給不足と価格高騰に対し米国政府は

１９７３年に大豆，綿実などの輸出禁止を行った。米国の禁輸によって最も大き

なダメージを受けたのは，米国からの大豆輸入に大きく依存していた日本で

あった。日本は食糧確保のため海外に安定した供給先を求めていた。ブラジ

ル政府は１９７５年「ポロセントロ計画」（����������）を作成し，１９７９年に

は日本の資金技術協力をえて日伯セラード農業開発事業を開始した。この事

業はセラード農業の高い可能性を示すことになり，多数の入植者，企業によっ

て大規模な農地が開かれた（５）。

　セラードでは多様な作物が栽培されたが，最も成長したのが大豆であった。

大豆は半乾燥気候で，平坦で機械が導入しやすいセラードに適した作物で

あった。ブラジル政府は１９７３年に，農業の技術開発・支援の実施機関である

ブラジル農牧研究公社（�������）の下部組織として，大豆栽培を総合的に

技術支援する目的で���������	
�を設立した。さらに同じ年セラードでの

大豆栽培を技術的に支援する目的で，���������	

��が設立され，セラー
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ドの植生に適合した種子の開発がなされた。

　セラードに限らず大豆栽培については１９７０年代から８０年代に低利で大量の

農業信用が与えられた。低利融資は機械，農薬，肥料などの購入を容易にし，

ブラジルの大豆栽培は次第に大規模に営まれるようになった。最低価格保証

制度もまた大豆栽培のリスクを減らし大豆生産を刺激した。ブラジル政府が

大豆栽培を強力に支援した理由として，これまで述べた国際的な大豆需要の

急増，内陸開発という政治理由のほかに，国内の食生活の変化にともなう植

物油輸入増加に対し，原料である大豆の国内生産を増加させ外貨を節約する

こと，国内の食品価格を引き下げ食生活を改善すること，食品加工業を育成，

発展させることがあった（��������	
������	���	�������［２００１］）。

　こうしてセラード開発はブラジルを世界の大豆供給地へと押し上げた。セ

ラードが位置する中西部における大豆栽培面積は飛躍的に拡大した。国家配

給公社（�����）によれば，１９９０�９１農業年のブラジルの大豆栽培面積は９７４

万ヘクタールで，うち南部が５５４万ヘクタールで全体の５８�５％（うちリオグラ

ンデドスル州が３２７万ヘクタールで３４�６％，パラナ州が１９７万ヘクタールで２０�２％），

中西部が２９５万ヘクタールで３０�２％であった。２００５�０６農業年には全国の栽培

面積は２２２３万ヘクタールと２倍強になったが，うち南部は５０％弱増の８１５万ヘ

クタール，中西部は３�５倍の１０３５万ヘクタールとなった。その結果南部の全国

比は３６�５％（うちリオグランデドスル州が３８９万ヘクタールで１７�５％，パラナ州が

３９３万ヘクタールで１７�７％），中西部の全国比は４６�６％（うちマットグロッソ州が

５８９万ヘクタール，２６�５％，ゴイアス州が２４９万ヘクタール，１１�２％）と逆転した。

アマゾンが位置する北部の栽培面積は１９９０�９１農業年に６０００ヘクタールにす

ぎなかったが，２００５�０６年には熱帯林のなかに散在するサバンナを中心に５２

万ヘクタール，全国比２�３％の栽培面積をもつまでになった（�����［２００６］）。

　�　生産構造の変化

　大豆栽培の成長はブラジル農業の生産構造の大きな変化をともなうもので

もあった。佐野［２００５］は，ブラジルの大豆生産が次第に大規模農家によっ

��



て担われるようになっていることを示している。大規模化は伝統的な産地で

ある南部でも，新しい産地であるセラードでも起こった。南部（ここではリ

オグランデドスル州，サンタカタリーナ州，パラナ州，サンパウロ州）では１９７５

年に１０ヘクタール未満の農家数は全体の７８�２％を占めていたが，１９９５年にそ

の割合は５９�９％に減少している。他方で５０～５００ヘクタールの農家数は３�４％

から８�９％，５００ヘクタール以上の農家数は０�１％から０�３％に増加した。大豆栽

培が農民層の分解をともなった。

　このように南部では農家の大規模化が進んだが，それでもなお中小規模の

農家の比重は大きい。これに対してセラードの大豆栽培はもともと中規模な

農家を中心として行われた。セラード地域（ここではマットグロッソ州，マッ

トグロッソドスル州，ゴイアス州，マラニョン州，バイア州，ミナスジェライス州）

では，１９８０年で５０～５００ヘクタールの農家数６４�０％，５００ヘクタール以上が

２９�１％と大半を占め，１９９５年ではそれぞれ２９�８％，６８�８％になり，とくに５００

ヘクタール以上の農家数が増加している。零細な農家は，資本の不足から，

彼らが大豆栽培者となることはなかった。大豆栽培は南部，東南部の農民あ

るいは企業によって営まれた。セラードの零細農民の一部はこれら大農園の

労働者となった。

　�　国際競争力

　ブラジルの大豆は世界市場での比重を高めているが，それはブラジルでの

大豆栽培が高い競争力を実現したからである。大豆は，コモディティとして

価格が重要な競争手段であり，土地価格，労働力賃金の低さが大豆価格に大

きく影響する。ブラジルはこれら２つの生産要素で高い優位性をもつ。しか

し，競争力の源泉として，生産性の上昇もまた重要であった。適性種子の開

発，灌漑など水管理，大型農業機械，化学肥料の投入などが生産性を高めた。

すなわち１９６０年代にはブラジルの土地生産性は米国に比べ著しく劣っていた

が，１９７０年代以降生産性は着実に上昇し，１９９０年代末から２０００年代初頭には

米国と匹敵する水準に達した（図６）。後述の公的金融機関による投資資金供
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給，穀物メジャーによる生産金融もまた生産性上昇に寄与した。

　ブラジル大豆の国際競争力を見るためコスト構造を比較したのが表５であ

る。総生産コストではブラジルが優位性をもつ。しかし，輸送費が高い。特

に内陸に位置するマットグロッソ州は港湾までの輸送費が高く，生産コスト

の優位性を減殺している。サンパウロ大学と��������の最近の調査によ

れば，２００５年第２四半期の大豆１トン当たりのドイツ・ハンブルグまでの輸

送費は，米国アイオワ州ダーベンポートで５５ドル（トラック７�８２ドル，バージ１４�６

ドル，海上３２�８１ドル），北部パラナ州で６７�６６ドル（トラック２２�８２ドル，海上４４�８４

ドル），北部マットグロッソ州で１２３�９１ドル（トラック７９�０７ドル，海上４４�８４ド

ル）であった（��������	
������
���������	��
	［２００５�］）。ブラジル特に大豆

の主産地になりつつあるマットグロッソ州で国内トラック輸送費が高く，国

際競争力を低めていることがわかる（６）。

�
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図６　大豆の土地生産性の推移

（出所）1969-2001: Schnepf et al.［2001］，2003-2005: USDAホームページ。
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　２．経済グローバル化と政府の大豆産業政策

　前節で述べたように，ブラジル政府は１９７０年代以降セラード開発，熱帯適

性種子の開発などをつうじて，大豆産業の発展を支援した。続いてブラジル

政府は１９９０年代以降，経済自由化，グローバル化のなかで，大豆の国際競争

力を高め，大豆あるいは広くアグリビジネスをつうじて世界の食糧，バイオ

燃料分野でプレゼンスを高めるべく，新たな政策を打ち出した。ブラジル政
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（出所）USDA Foreign Agricultural Service［2005b］。

表５　大豆生産コスト（2003/2004年農業年）

ブラジル

（単位ドル/トン）

種子

肥料

農薬

機械運転

利子

技術支援

その他

合計

設備償却費

土地

税・保険

農業投資収益

合計

港湾までの運賃

港湾費用

海上輸送費

合計

米国中西部

45.3

20.6

55.9

57.2

5.2

3.3

187.5

126.1

224.1

17.4

37　

404.7

26　

3　

21.4

50.4

592.1

2,910

203.5

　　

253.9

マットグロッソ州

19.8

119.5

63.9

65.8

15.6

12.9

31.3

328.7

156.6

7.8

4.4

24.5

193.3

47　

5.3

23.4

75.7

521.9

3,000

174

249.7

パラナ州

30.8

51.7

74

47.8

13.3

16.9

28

262.4

93.3

40.9

4.6

33.8

172.6

17　

5.3

23.4

45.7

435.1

3,000

145

190.7

変動費

固定費

総生産コスト 

ヘクタール当たり収量（kg）

トン当たり総コスト 

総コスト 

輸送費



府が採用した政策のなかで重要なのは，農産物輸送網の整備，遺伝子組替え

（��）大豆の合法化，バイオ・ディーゼル計画の３つである。これら政策は

ブラジルの農家，とりわけ大規模な農家，そして穀物メジャーの利益と合致

するものであった。

　�　輸送網整備

　前述のように，国内輸送コストの高さはブラジル大豆の競争力を引き下げ

ている要因であった。大豆生産の内陸への移動はブラジル大豆輸出にとって

重要なボトルネックとなっている（�����［２００５］）。カルドーゾ政権（１９９５～２００２

年），ルーラ政権（２００３年～）の国家開発計画（多年度計画）は農産物の輸送網

の整備を重視してきた。カルドーゾ政権は道路，鉄道，水路の複合的な輸送

網の開発に着手した。ルーラ政権は，環境破壊の懸念があった国道１６３号線

（��１６３）の舗装とアンデス横断道路建設に踏み切った。��１６３はブラジルを

１７６５キロメートルにわたって南北に縦断する動脈であるが，南部からマット

グロッソ州まではほぼ舗装されているが，マットグロッソ州の一部とパラ州

の大半は未舗装であった。この部分の舗装はルーラ政権の多年度計画（「すべ

ての人のためのブラジル」２００３～２００６年）のプロジェクトのひとつとなった。こ

の部分が舗装されれば道路とアマゾン本流を利用した大豆その他の農産物の

輸出回廊が生まれることになる。ブラジル政府はまたペルー政府などとアン

デスを越えて太平洋側に通じる道路建設を進めている（７）。

　ルーラ政権はまた，投資コストを節約するため，２００４年１２月に法律第１１０７９

号を公布し，���（政府民間パートナーシップ）によって輸送網の整備を図っ

ている。具体的にはサンパウロと中西部を結ぶ北部鉄道，タパジョス＝テレ

ス（����������	��）水路，マットグロッソ州からサンタレンまでの国道１６３号

線の舗装，コルンバ＝セペチバ（��������	
�
���）鉄道の整備などが���の

対象として検討されている（��������	
������
���������	��
	［２００５�］）。

２００５年８月にはブラジル企業がペルー政府とペルー国内約１０００キロメートル

の道路建設の契約を結んだ（����������	�
�������，２００５年８月５日）。

��



　こうした輸送網の整備は大豆農家，穀物メジャーの利益に沿うものある。

カーギル社（�������）はすでにアマゾン中流のサンタレンに大豆積出港を建設

したが，ブラジル政府に対し大豆生産地とサンタレンをつなぐ��１６３の舗装

に圧力をかけていた。ブラジル資本で単独では世界最大の大豆栽培農家であ

るアンドレ・マギー（��������		
）・グループは，マットグロッソ州のポル

トヴェーリョとアマゾニア州のイタコアチアラ（�����������）に専用の港湾

ターミナルを設置し，アマゾン河を利用した輸送，輸出ルートを開発した。水

路による大豆輸送は年２００万トンに達する（アンドレ・マギー・グループ・ホー

ムページ）。

　これらの輸送網はアマゾンの熱帯雨林を貫いて建設される。道路などに

沿って木材伐採が進み，農地，牧場などが拓かれ，森林破壊，生物多様性減

少などの環境破壊が懸念されている（８）。

　�　遺伝子組換え大豆の導入

　ブラジル政府の第２の大豆産業政策は遺伝子組換え（��）大豆の合法化で

ある。背景には米国やアルゼンチン大豆との競争がある。２００４年で米国では

８７％，アルゼンチンでは９８％が��大豆であったが，ブラジルは２２％にとど

まっていた（�����［２００４］）。ブラジル政府は生産コスト引下げを目的に��大

豆導入を法的に認めた。

　ブラジルは��大豆導入については慎重な態度をとってきたが，１９９０年代

になってその導入に大きく政策を転換した。ブラジル農牧研究公社（�������）

は１９９７年に除草剤への耐性をもった��大豆研究に着手し，米国モンサント

社と��大豆の研究開発について提携を結んだ。またドイツ企業����とも

同様の契約を結んだ（�������ホームページ）（９）。モンサント社は１９９７年に同

社の除草剤ラウンドアップ（�������）に耐性をもった遺伝子組換え作物ラウ

ンドアップ・レディ（����������	�
����）のひとつ��大豆の販売認可申請

を行った。これに対してバイオテクノロジーの安全性について責任を負う国

家バイオ安全技術委員会は１９９８年に��が健康上また環境的にも影響がない
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との結論を出した。しかし，消費者保護団体や環境保護団体が��大豆栽培

の禁止を求めて提訴し，勝訴した。こうして��大豆は法的には禁止されて

いたが，現実には農民によってアルゼンチンおよびパラグアイから非合法的

に��大豆が導入された。ルーラ政権は，２００３年３月に大統領暫定令１１３号

（２００３年６月法律第１０６８８号で法制化）を公布し，当該年度の収穫される��大豆

の生産と流通を期限付きで認めた。その後２００５年３月法律第１１１０５号（通称バ

イオ安全保障法）を制定し，遺伝子組換え作物に関する規則を定めた。消費国

も「���（遺伝子組換え作物）排除」から「許容値管理」と「表示義務」へ

と移行しており，中国，��諸国，日本も��大豆の消費を合法化している。

ブラジルは「環境インパクト事前評価調査」や「分別流通」の実施などの条

件を義務化し，��大豆生産全面解禁へ向かったのである。

　しかし，��大豆が生産コストを引き下げるかどうかについては不確実で

ある。代表的な��大豆，モンサント社の除草剤耐性品種��を利用すると，

１回の農薬散布で雑草を駆除でき，生産費を２０％程度削減できるといわれる

（本郷［２００４］）。現状では��大豆の適性品種が育種されてない。現在使用さ

れているのは，アルゼンチンなどから密輸によってもちこまれたものである。

それらはリオグランデドスル州など南部の自然条件に適合した種子であり，

中西部，アマゾンといった温暖あるいは湿潤地域で栽培可能な種子が開発さ

れていない。その結果非��大豆との生産費の差はほとんどない（����［２００５］）。

適性種子が開発されたとしても，経年によりコスト削減効果が小さくなり，

旱魃に対する耐性が乏しいとの調査もある（������［２００３］）。

　もうひとつの問題はロイヤルティをめぐる問題である。バイオ安全保障法

は��種子について知的所有権を認めている。モンサント社は，��大豆（ラ

ンドアップ・レディ大豆）を普及させるため農家にロイヤルティ支払いを求め

なかったが，バイオ安全保障法成立ともに，農家に対ロイヤルティ支払いを

要求し始めた。ロイヤルティ支払いは農家にとって負担増になる（１０）。

　このように��大豆導入の背景には，国際競争力を高めようとするブラジ

ルの大豆栽培農家と政府の思惑とともにモンサント社の販売戦略があった。

��



そして，��大豆導入の問題点は��大豆導入によって期待どおりのコスト削

減が得られるかどうかである。加えて，食の安全性の問題，��大豆の栽培

地の広がり，とくにアマゾンでの��大豆栽培による植物とりわけまめ科植

物の汚染など環境への影響という問題がある。

　�　バイオ・ディーゼル政策と大豆

　経済自由化，グローバル化以降のブラジル政府の大豆産業政策として特筆

すべきものとしてバイオ・ディーゼル政策がある。バイオ・ディーゼルは，

通常のディーゼル油と植物油を混合したものである。地球温暖化が進むなか

で，温暖化の原因となる二酸化炭素の削減が急務となり，再生可能なエネル

ギー源が求められるなかで，ブラジルはバイオ燃料の開発を進め，世界市場

に向けて輸出を増やそうとしている。ブラジルは，サトウキビを原料とする

エタノール生産で先駆的な存在であるが，さらに大豆を含む植物油を原料と

するバイオ・ディーゼルの生産に着手した。２００５年の法律第１１０９７号による

「国家バイオ・ディーゼル生産・利用計画」（����）がそれである。

　����は，その目的を植物原料から抽出されたバイオ燃料をエンジンの動

力その他として利用し，化石燃料を全面的あるいは部分的に代替するととも

に，それをつうじて社会的包摂（�����������	����），地域開発，雇用と所得を

創出することと定めている。ブラジルに存在するデンデやし油，ヒマ実油，

綿実油，ババスやし油，ひまわり油，落花生油，松の実油，大豆など多様な

植物油をディーゼル油に混合し，石油を代替するとともに，これらの多くの

産地である北東部で雇用を創出し，貧困問題を改善しようとするものであ

る（１１）。計画では，義務的な混合比率を，法施行時から８年以内に５％，経過

的な措置として３年以内に２％と定めている（科学技術省����ホームページ）。

　このように����は社会政策の性格が強く，それと関係するが現在では

もっぱら小農によって生産されている大豆以外の油糧作物に重点が置かれて

いる。貧困撲滅，社会的公正を重視するルーラ労働者党政権の政治姿勢が反

映されている。しかし，ルーラ政権は同時に，バイオ・ディーゼルによって
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国内でエネルギー基盤を強化するとともに，ディーゼル油の利用率が高い

ヨーロッパなどへの輸出を促進し，ひいてはエタノールを含め世界市場での

再生エネルギーへの転換を促進し，バイオ燃料分野でのブラジルの地位を高

めようとしている。他方で，大豆生産農家，搾油業者，また����も大豆増

産の好機として捉えている。穀物メジャーを主要メンバーとするブラジル植

物油工業会（������）は，大豆がバイオ・ディーゼル原料としては最も可能

性が高いと主張している。北部（アマゾン地域）を除けば，２００８年の２％混入

を満たすには，他の油種では大幅な生産増が必要となるが，大豆であれば小

幅の生産増で可能になるとしている（表６）。

　バイオ・ディーゼル生産・利用計画には課題も多い。大豆を食糧とともに

バイオ燃料として利用することは，価格変動のリスクを分散するという側面

があるものの，食糧と燃料供給の間での競合をもたらし，大豆価格の不安定

性を増幅する危険をあわせもつ。����は，代替エネルギー開発と社会政策

の２つを目標としているが，後発地域で伝統的に栽培されてきた油糧作物を

広範囲に栽培すると，大規模農の参入によって零細・小規模農を排除する可

能性がある。�

��

（出所）Lovatelli［2006］。

表６　バイオ燃料の利用可能性

東北部

中部・南部

合計

地域

北部

2008年の需要

1,000（100%）

140（14%）

770（77%）

90（9%）

2005年の

生産量

86

78

450

4,971

237

113

23

151

150

バイオ燃料

とうごま

綿

大豆

大豆

綿

落花生

ひまわり

椰子

大豆

2008年の必

要生産増

163

179

31

15

325

661

2,248

60

60

（単位：100万リットル）



第３節　穀物メジャーの大豆産業コンプレックス編成

　これまで述べたように，ブラジルは穀物，バイオ燃料などアグリビジネス

によって国際社会において政治的，経済的影響力を強めようとしている。大

豆はそうした穀物，エネルギー政策の中核にある。こうした政策ないし戦略

はブラジルを穀物，バイオ燃料の輸出拠点にしようとしている穀物メジャー

のそれと一致している。この節では穀物メジャーの大豆産業コンプレックス

編成とブラジル大豆産業支配を述べる。

　１．穀物メジャーの大豆産業への参入

　穀物メジャーは自らは大豆生産には参加せず，後述の生産金融をつうじて

農家の大豆生産を促すとともに大豆を安定的に確保し，搾油工場を所有し大

豆油・粕を生産している。国内で貯蔵施設，輸送網を整備し，重要な消費地

では販売拠点，加工拠点（搾油工場）を強化している。こうして穀物メジャー

はブラジルだけではなく，世界の大豆市場を支配している。

　大豆は，大豆粒のまま消費される量は少なく，搾油をつうじて大豆油が生

産される。大豆油は食品原料だけではなく化学材料としても多様な用途をも

つ。搾油で生まれる大豆粕は食品原料，飼料などに利用される。飼料として

は畜産業（養鶏，養豚など）に向けられる。畜産業はそれらを原料とする加工

業を生み出す。大豆生産には投入財として種子，肥料，農薬，農業機械があ

り，またその流通にかかわる倉庫，輸送，卸売，小売業などがある。こうし

て大豆は広範なアグリビジネスを生み出すことになる。つまり大豆産業は関

連産業の誘発効果が大きい。

　ブラジルの大豆産業コンプレックスの生産・流通構造を見たのが図７であ

る。大豆粒生産約５３００万トンのうち４２％が輸出に向けられ，５６％が搾油に向

けられる（残る２％が大豆の直接消費）。搾油によって大豆油が約５７０万トン生
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産され，大豆粕が約２３００万トン生まれる。大豆油の約４５％，大豆粕の約６１％

が輸出に向けられ，残りが国内で消費される。

　大豆栽培の中西部への移動にともない，大豆加工業もまた中西部に移動し

つつある。ブラジル植物油工業会（������）によれば，大豆を中心とする植

物油の搾油能力（日量，遊休設備を含む）の地域別分布は，２００１年には南部が

５万４６００トンで全体の５０�６％（うちパラナ州３万１５００トンで２９�２％），中西部が２

万６８００トンで２４�８％であったが，２００５年には南部が５万７３００トン，４１�８％（う

ちパラナ州３万２１００トンで２３�４％），中西部が４万７８００トン，３４�８％となった。同

様に製油能力，製缶能力も中西部の割合が急速に高まった。さらに，搾油に

よって生産される大量の大豆粕を飼料として利用する養鶏その他の畜産業，

それを加工する食肉産業も中西部に誕生，発展しつつある（養鶏については本

��

図７　ブラジル大豆の生産・流通（2005/2006商業年＊）

（出所）ABIOVE資料から作成（www.abiove.com.br）。
（注）＊２月～１月。在庫の増減，種子使用，流通ロスは図示していない。

輸出

22,389

輸出

13,889

国内消費

9,163

大豆生産

53,053

大豆粕

22,910

大豆加工工業

（搾油）

29,728

輸出

2,595

国内消費

3,120

大豆粕

5,709投入財

（単位：1,000トン）



書第２章）（１２）。

　こうした大豆コンプレックスを編成している中心的な存在は穀物メジャー

である。ブラジルで大豆および関連分野を活動分野とする主要企業グループ

は表７のとおりである。２００大企業グループの１２位にブンゲ・グループ，２４位

にカーギル・グループ，６２位にドレイフュス・グループが位置している。穀

物メジャーがブラジルのアグリビジネスにおいて重要な位置を占めているこ
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（出所）企業グループについてはValor Econômico［2005］，単独企業についてはValor Econômico
［2006］。

（注）＊順位はすべての全企業グループのなかでの順位。●は単独企業の純収益（2005年）の数字

を示した。＊＊SP: サンパウロ州，PR: パラナ州，MT: マットグロッソ州，GO: ゴイアス州，

RS: リオグランデドスル州，MG: ミナスジェライス州。＊＊＊大豆粕を飼料とする食肉など総合

食品企業。

表７　大豆および関連分野の主要企業グループ（2004年）

順位*

24

41

12

51

62

●

●

●

●

●

●

108

所在

地**

SP

SP

SP

SP

SP

PR

GO

PR

SP

RS

MG

MT

資本系列

USA

ブラジル

オランダ

ブラジル

フランス

ブラジル

ブラジル

ブラジル

ブラジル

ブラジル

ブラジル

ブラジル

企業グルー

プ名

Cargill

Sadia***

Bunge

Perdigão***

Louis Dreyfus

Coamo

Caramuru
Sperafico
Granol
Bianchini
ABC Inco

André
Maggi

総収益

（100万レアル）

12,884.00

7,316.50

23,242.60

5,567.30

4,624.30

2,595.60

1,182.50

614.5

604.7

464.5

399.8

2,066.80

アグロイン

ダストリー

総合食品

総合食品

アグロイン

ダストリー

アグロイン

ダストリー

農業

食品

食品

食品

食品

食品

アグロイン

ダストリー

主な活動

分野

Cargill Agrícola, Mosaic
Felitilizante, Seara Alimentos

Sadia, Sadia Int’l, Concórdia,
Rezende

Bunge Brasil, Bunge Alimentos,
Bunge Felitilizantes

Perdigão, Perdigão（Agroindust-
rial, Export）

Coinbra, Coinbra Frutesp,
Shipinvest, Louis Dreyfus
Citrus

農業協同組合

植物油メーカー

植物油メーカー

植物油メーカー

植物油メーカー

植物油メーカー

André Amaggi Part., Amaggi
Exp.Imp., Agropecuária Maggi

主要企業など



とがわかる。

　これらの穀物メジャーは，アグリビジネスの分野で多様な事業を営む。ブ

ンゲ，ドレイフュスは１９００年代初頭に，カーギルは１９６０年代にブラジルに進

出した。穀物メジャーはブラジルでは当初穀物取引とともに肥料生産を行い，

その後ブラジルでオレンジ果汁工業が発展するとこの分野に進出した。大豆

搾油工業への進出は比較的遅く１９９０年代以降のことである。すなわち経済自

由化，グローバル化が進んだ１９９０年代に企業買収を通じて活動領域を広げた。

１９９６年にはドレイフュスがアンダーソン・クレイトン（���������	
����）社

を，１９９７年にはブンゲがブラジル最大の大豆搾油企業であったセヴァル

（�����）社を民族系のエリング（������）クループから買収した。２００４年には

カーギルが，大豆粕の飼料利用を目的に，ブンゲからブラジル第３の食肉

（鶏肉，豚肉，牛肉）メーカーであるセアラ（�����）を買収した。こうして

カーギルは，大豆を中核に，穀物輸出，搾油，肥料，食肉などから構成され

る産業コンプレックスを編成した。

　表７の企業グループリストにはないが，米国の���（���������	
����
���	�）

は大豆などの穀物取引を急速に拡大している。���のブラジル進出はごく

最近である。１９９７年に大手食品会社サディア（�����）の大豆部門買収によっ

てブラジル進出を開始した。その３年後にはブラジル第３位の搾油メーカー

になった。現在では６カ所の搾油工場をもつ（���ホームページ）。大豆の他

カカオ加工，肥料製造などに事業を広げた。

　大豆の搾油メーカーには，穀物メジャーのほかに，ブラジル国内資本が存

在する。農業協同組合の�����，アンドレ・マギー（��������		
）・グルー

プなどである。アンドレ・マギーは，世界最大の大豆栽培農家であるととも

に，傘下のアマギー（������）が有力な搾油メーカーである。２００６年で大豆

栽培面積は１３万５０００ヘクタールに達する（アンドレ・マギー・グループ・ホー

ムページ）。ほかにカラムル（��������），スペラフィコ（��������	），グラノー

ル（������），ビアンシニ（���������）など大豆などの搾油メーカーが存在す

る。

��



　大豆グレイン・油・粕の販売，搾油能力などについて正確な数字を把握す

るのは容易でない。筆者の穀物メジャー，日系商社のヒアリングによれば，

２００５�０６年のトレーダー別の大豆買付量，搾油能力は表８，表９のとおりであ

る。ブンゲ，���，カーギル，ルイス・ドレイフュスの４社でブラジル産大

豆の５５％，搾油能力の５７％を占める。アンドレ・マギー・グループの搾油企

業であるアマギーの搾油能力は，同社のホームページによれば，２００６年で自

社工場（アマゾニア州イタコアチアラ工場），借工場（マットグロッソ州クイアバ

工場）で日量３５００トンである（アンドレ・マギー・グループ・ホームページ）。

　穀物メジャーは大豆支配を背景にバイオ・ディーゼル分野への参入にも積

極的である。���は穀物メジャーでははじめて大豆によるバイオ・ディーゼ

ル燃料の生産に乗り出した。２００７年にマットグロッソ州で年１億８０００万リッ
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（出所）日系商社，穀物メジャーからのヒアリング（2006年９月）。

表８　ブラジルにおけるトレーダー別大豆粒買付量（2005/2006農業年）

Bunge
ADM
Cargill
Louis Dreyfus
Amaggi

Caramuru
IMCOPA
Bianchichi
その他

合計

23.4

18

12.6

9

5.4

13,000

10,000

7,000

5,000

3,000

2,000

1,500

1,000

13,000

55,500

3.6

2.7

1.8

23.4

100

トレーダー トレーダー推定買付量 推定買付量 

%1,000トン%1,000トン

（出所）日系商社，穀物メジャーからのヒアリング（2006年９月）。

表９　ブラジルにおけるメーカー別大豆搾油能力（2005/2006農業年）

Bunge
Louis Dreyfus 
ADM
Cargill
Caramuru 

IMCOPA
Bianchichi
Amaggi
その他

合計

25.1

11.3

10.5

9.7

5.1

31,650

14,200

13,200

12,200

6,450

4,950

4,000

3,750

35,520

125,920

3.9 

3.2 

3.0 

28.2 

100.0 

メーカー メーカー推定搾油 推定搾油 

%トン/日%トン/日



トルの生産を計画している。具体的ではないがカーギル，ブンゲがバイオ・

ディーゼル分野への参入を検討しているといわれる。ブラジル資本では，カ

ラムルがマットグロッソ州で年１億リットル，グラノールがゴイアス州のア

ナポリス（��������），リオグランデドスル州のカショエイラ（���������）で

年２億４０００万リットル，アグレンコ（�������）がマットグロッソ州のアルト

アラグアイア（���������	�
�）で年１億６５００万リットルの生産を予定してい

る（１３）。

　穀物メジャーはブラジル，アルゼンチンなどで大豆の安定確保を図る一方

で，有力市場で販売・加工拠点を築きつつある。それは中国商社，日本商社

に先行している。国内の穀物需要の増加によって中国商社のブラジルでの活

動が活発であるが，現在のところ大豆のすべては穀物メジャーから購入して

おり，農家と直接取引するまでに至っていない（１４）。他方で，穀物メジャーは，

中国企業あるいは在外華人系企業との合弁で，中国沿岸に次々に搾油工場を

建設している。表１０は主要企業の搾油能力を示している。���，カーギルの

搾油能力の規模は大きい。嘉里，カーギルのパートナーである統一，大連華

農豆業は中国企業である。���のパートナーである������はアグリビジネ

スを営むシンガポールの華人系企業である。��はタイでブロイラーなどア

グリビジネスを経営する企業であり，中国ではブロイラーの他大豆などの植

物油工場を多数所有している。

　穀物メジャーのなかでブラジルにおいて最大の大豆ビジネスを展開してい

るのがブンゲである。ニューヨーク証券取引所に上場するブンゲ有限会社の

年次報告書によれば，世界中に展開するブンゲ・グループは，アグリビジネ

ス，肥料，食品を中核的な事業分野とする。２００４年度の売上構成（１００万ドル，

��

（出所）日系商社からのヒアリング。

表10　中国搾油能力（2004年）

ADM/Wilmar 21,000トン/日

Kerry（嘉里）グループ 6,000トン/日

Cargill/統一グループ 5,000トン/日

金光/シナルマスグループ 3,100トン/日

CP（正大集団）グループ 3,600トン/日

大連華農豆業 11,600トン/日



％）は，アグリビジネス１万７９１１（７１�２％），肥料２５８１（１０�３％），食用油製品

３８７２（１５�４％），製粉製品８０２（３�２％），合計２万５１６８（１００�０％）である。アグ

リビジネス分野では油糧作物とりわけ大豆取引が中心であり，２００４年で大豆

はブンゲの搾油能力全体の８３％を占める。売上の地理的構成（１００万ドル，％）

は，ヨーロッパ８７７７（３４�９％），米国６７８３（２７�０％），ブラジル４９３９（１９�６％），

アジア３２２５（１２�８％），カナダ１１６０（４�６％），アルゼンチン２６２（１�０％）などと

なっている（１５）。

　ブラジルでの企業活動の中核にあるのがブラジル・ブンゲで，他の企業の

持株会社機能を果たしている。ブンゲの事業は穀物，食品，肥料の３つから

構成される。ブンゲ食品（��������	
����）は約３万の農家から１５００万トン

の大豆，小麦，トウモロコシ，綿実などを購入している。大豆では，グレイ

ンの輸出のほか，多数の搾油工場をもち，大豆油，大豆粕，大豆レシチン，

マーガリン，マヨネーズ，大豆飲料などの加工品などを生産している。大豆

搾油工場は，南部ではパッソフンド，リオグランデ（ともにリオグランデドス

ル州），ポンタグロッソ（パラナ州），サンフランシスコドスル（サンタカタリー

ナ州）に，東南部ではオウリニョ（サンパウロ州），北東部ではルイスエドア

ルドマガリャエス（バイア州），ウルスイ（ピアウイ州）に，中西部ではカン

ポグランデ，ドウラード（ともにマットグロッソドスル州），クイアバ，ロンド

ノポリス（ともにマットグロッソ州），ルジアニア（ゴイアス州）とブラジル各

地に広がっているが，セラードが位置する中西部に多くの工場が立地してい

る（ブンゲ社ホームページ）。

　２．穀物メジャーの生産金融

　穀物メジャーがブラジルにおける大豆取引を支配している背景に，農家に

対する生産金融がある。その契機は１９８０年代の経済自由化にともなう農業に

対する制度金融の縮小であった。穀物メジャーは，それまでの制度金融に代

わって，大豆生産農家に種子，肥料，農薬などの投入財購入のための資金を
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前貸しという手段で与え，それをつうじて農家の大豆生産を促し，大量の大

豆を安定的に確保してきた。生産金融はブラジル大豆を穀物メジャーが支配

する契機を与えた（１６）。

　ブラジルでは１９６５年には法律第４８２９号によって国家農業信用制度（����）

が設立され，農業を対象とした優遇信用制度が導入された。����は運転資

本融資，流通費融資，固定資本融資から構成され，農業生産者とその組合を

対象とし，市場よりも低い優遇金利で資金を提供した。農産物加工を営むア

グロインダストリーについても，流通費融資に限られたが，����の対象と

なった。１９４３年に起源をもつ最低価格保証制度（����）も価格保証によって

ブラジル農業を支援した。

　しかし，１９８０年代半ば以降の対外債務危機，インフレ高進，さらに経済自

由化のなかで����の原資は削減され，����による融資はより選択的あるい

は戦略的になった。最低価格保証制度も，政策実施機関である国家配給公社

（�����）の在庫負担を軽減する目的で，１９９７年に制度が変更された。����

［２００５］によれば，２００２～２００４年における農家所得に対する補助金（優遇金利，

価格保証による財政負担額）は３％，大豆の場合は２�４％であった（図８）。

　こうして政府による農業部門に対する信用は縮小したが，他方で国際競争

��

図８　ブラジルの商品別農業支援*（2002-04年平均）

（出所）OECD［2005］。

（注）＊農家受取額に対する価格維持・財政支出額比。

米

木綿

小麦

メイズ

コーヒー

大豆

牛乳

牛肉

サトウキビ

鳥肉

豚肉

17.2％

12.3％

6.1％

5.8％

3.0％

2.4％

2.3％

1.9％

1.7％

1.2％

1.2％

平均（3％）

0％ 3％ 6％ 9％ 12％ 15％ 18％



力を高めるため，設備の近代化，種子，肥料，農薬などの投入財の必要性が

増大した。大豆生産の中西部への移動は新たな流通手段（貯蔵，輸送，輸出）

を必要とした。政府は，道路など輸送網の整備に着手し，政府系金融機関は

農業機械など投資資金を引き続き供給したが，サイロなどの貯蔵施設，輸出

ターミナルを設置し，種子，肥料，農薬などの投入財購入のための営農資金

を補ったのが穀物メジャーによる生産金融であった。

　生産金融の手段となったのが農産物証書（�����������	
���
���	������）で

あった。���は１９９４年の法律第８９２９号によって導入されたもので，農家，協

同組合によって発行される手形で，主に投入財購入を目的とした運転資金調

達に利用される。���は銀行によって取得され，あるいは保証されことに

よって資金調達の手段となる。���は同時に農家，協同組合が，投入財供給者，

加工業者あるいは貿易会社と取り引きする際の担保として機能している。

２０００年には大統領暫定令第２０１７�１号（２００１年に法律第１０２００号）によって取引

の現金決済手段として���������	
���が導入された。

　ブラジルにおける大豆取引は大別して前貸し，バーター取引，先渡し取引，

スポット取引の４つの種類がある（１７）。穀物メジャーなど穀物商社，搾油企業

が提供する生産金融は“��������	�”（青田貸し）と呼ばれているが，それは

前渡金取引とバーター取引の２つである。

　大豆取引の第１は　前貸し（前渡金取引：����������	
���）である。将来の

生産物（大豆）売却によって相殺する金融方法であり，天候異変などにとも

なう収穫減を考慮し予想収穫量の４０～４５％までを上限とする。金利は現在１

月当たり１％（年１２％）程度である。担保として前渡金の１�５倍程度の不動産，

倉荷証券，���が必要となる。大豆売却価格は�契約時値決め方式（������

�����），�価格後決め方式（���������	��
����������������������������）の２つが

ある。�は契約時に先物価格（シカゴ）で単価を決定し，前渡金に見合う数

量を定められた日に引き渡す方式であり，�は契約時に数量と引渡し時期を

定め，契約予想総額の６０～７０％が“����������	
������”として支払われ，

大豆単価は大豆引渡し時価格によるものである。第２はバーター取引であり，
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上述の前渡金取引での現金の代わりに商品（肥料，農薬，種子）を前渡し，大

豆引渡しによって相殺する契約である。価格決定，金利，担保は前渡金取引

と同様である。第３は単なる渡し取引である。単価，数量，引渡し時期を事

前に決定する契約で，比較的資金的余裕のある農家がこの方法を選択してい

る。単価は後決めの場合もある。第４はスポット取引で，収穫後現物の売買

を行う方法である。最大の大豆取引，搾油能力をもつブンゲ社の場合，２００４

年１２月末で，ブラジルの農家に対する融資残高は９億３２００万ドルに達した（１８）。

　穀物メジャーが大量の大豆を調達する手段は，農家に対する生産金融の他，

貯蔵施設の建設である。ブラジルの大豆取引では大豆の引渡しまでの輸送費

は農家の負担となる。そこで穀物メジャー，搾油企業は，農家のそばに貯蔵

施設を建設し大豆の確保を図った。要するに穀物メジャーは前貸し，貯蔵施

設によって大量の大豆を安定的に調達した。穀物メジャーはまた貯蔵庫から

積出港までの輸送手段を整備した。こうして農家への前貸しから輸出に至る

ロジスティックスを構築することにより，農家の大豆栽培を促進し，大豆の

安定的な確保を実現してきた。

　３．大豆生産農家

　大豆生産農家は，天候異変に加え，コモディティ特有の価格変動など，多

くのリスクをかかえている。リスクは農家と穀物メジャーでシェアされるが，

経済力の非対称性からより多くのリスクを農家が負っている。

　農産物である大豆の作況は天候によって大きく変動する。とりわけ降雨量

の変動は農家に大きなリスクをもたらす。２０００年代に発生したアジアさび病

も大豆生産コストを高め，農家の負担を増加させた（１９）。さび病に対する殺菌

剤使用によって，大豆生産コストは２００４年で１５％増加したといわれる（アメ

リカ大豆協会［２００５］）。大豆生産農家は，気候異変，病害の他に，２００４年以降，

大豆の国際市況の軟化，通貨レアルの上昇，燃料（ディーゼル油）価格の高騰

などマクロ経済変化から大きな影響を受けた（２０）。大豆価格の低迷とレアル
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高は農家の受取価格（生産者価格）を大幅に引き下げた（図９）。加えて燃料

など生産コストの上昇もあり，大豆農家の所得は大きく減少することになっ

た（表１１）。

　大豆の生産コスト上昇，農家受取価格の下落のなかで多くの農家が債務不

履行に陥った（２１）。それは新たな大豆作付けを困難にさせた。そこでブラジ

ル政府は２００６年４月に１６９億レアルの緊急支援パッケージを実行した。その
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図９　ブラジルにおける大豆の生産者価格（60kg）

（出所）IPEA［2006］。
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（出所）Roessing e Lazzarotto［2006］。

表11　大豆農家の収支        

生産性（kg/ha）

価格（レアル/袋）

総収益

投入財費用

運転費用

その他費用

総費用

純所得

3,000.00

27.4

1,371.20

668.7

163.9

406.6

1,239.10

132.1

1989/99

3,000.00

26.5

1,324.50

792.8

170.8

400

1,363.50

－39.1

1999/2000

3,000.00

24.1

1,203.40

722.7

185.6

366.6

1,274.90

－71.5

2000/01

3,000.00

31.2

1,562.00

762.8

207.2

441.2

1,411.20

150.8

2001/02

3,000.00

36.7

1,834.20

589.5

203.4

470.7

1,263.60

570.6

2002/03

3,000.00

41.8

2,088.90

747.1

286.8

555.8

1,589.60

499.2

2003/04

3,000.00

27.4

1,367.80

829

259

407.2

1,495.20

－127.5

2004/05

3,000.00

27.6

1,380.00

720.9

275.1

408.6

1,404.70

－24.7

2005/06

（単位：レアル/ha）



内容は，価格保証による大豆販売支援，公的・民間金融機関による融資期間

延長・借換などからなる。緊急支援による国家負担は１５億ドルに達する

（��������	
������
���������	��
	［２００６�］）。

　少数の穀物メジャーが世界市場を支配する大豆産業にあっては，大豆の引

渡価格は穀物メジャーに有利で農家にとって不利な傾向をもつ。とりわけ大

豆価格が低下局面にある場合など，そうした傾向が強まる。比較的小規模な

農家が多く伝統的に協同組合思想が強い南部では多くの協同組合が組織され

ているが，栽培が急増しているセラード地域では，比較的大規模な農家が多

いせいもあって，生産者の組織化は遅れている。そうしたセラード地域はも

ちろん南部においても，穀物メジャーの寡占的な市場支配力のまえに協同組

合は価格交渉の主体として十分に機能していない（２２）。

　しかし，穀物メジャーと大豆生産農家との関係は，前者が後者を支配し，

農家が一方的に不利益を受けている関係ではない。穀物メジャーの生産金融

によって，農家は種子，肥料，農薬など投入財を獲得し，また販売予約によっ

て生産物の市場化を実現できた。引渡価格を先決めする方法（契約時値決め方

式）では，天候異変，大豆価格変動のリスクを穀物メジャーとシェアしてい

る。天候異変，価格低下などによって大豆生産が減少し，農家の債務が累積

し栽培面積が抑制されることは，穀物メジャーにとっても望ましいことでは

ない。生産金融のうち前貸し，バーター取引の契約時値決め方式は，穀物メ

ジャーと農家が価格低下のリスクをシェアし，農家の大豆生産を継続し，栽

培面積の拡大を促す手段であった。

　穀物メジャーが大豆市場を寡占的に支配し，農家の組織化が遅れている状

況のもとでは，大豆価格は農家に不利に決定される傾向をもつ。しかし，中

国などアジア市場の成長にともない日系商社に加え，今後中国商社がブラジ

ルでの大豆買付けに参入すれば，穀物メジャーの地位が低下し，農家の交渉

力が増大する可能性も生まれる。

　要するに，大豆生産農家は，生産金融によって穀物メジャーに対して金融，

商業的に従属的な関係にあるが，他方で農家と穀物メジャーは大豆生産と所
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得増加において利害を共有している。その意味では穀物メジャーと農家は従

属的な同盟関係にあるといえる。

むすび

　ブラジルの大豆産業は栽培地の拡大，灌漑，機械化その他によって成長を

遂げ，生産量，生産性において米国に匹敵するまでになった。ブラジル政府

はセラード開発，熱帯適性種子の開発，投資金融その他によって産業発展を

支援した。さらに穀物メジャーは大豆買付け，搾油，輸送，輸出に至る産業

コンプレックスを創造し，そのコーディネーションあるいは統治によって，

大豆産業の発展を促した。穀物メジャーは生産金融によって農家の大豆生産

を刺激している。農家は，経済力の非対称性から，穀物メジャーに対してよ

り大きなリスクとより小さな利益が配分されていると想像されるが，他方で

両者は産業の成長がその所得を増大させるという意味で共通の利益をもって

いる。つまり農家と穀物メジャーは従属的な同盟関係にある。大豆産業はブ

ラジル経済にも利益をもたらしている。産業の成長は，大豆生産だけではな

く植物油を原料とする多様な食品，大豆粕を飼料とする食肉その他の工業生

産が増加し，それらの輸出によって多額の外貨を生み出している。

　経済自由化，グローバル化のなかでブラジルの大豆生産，輸出は成長を続

けている。可耕地を考慮した場合，ブラジル大豆の重要性は今後ますます高

まると予想される。世界の穀物を支配する多国籍穀物メジャーはブラジルを

最も重要な大豆の輸出拠点と位置づけ，ブラジル国内だけではなく，需要が

急増する中国を含め海外での加工，流通網を整備しつつある。ブラジルの農

家もまた大豆に大きな経済機会を見出している。さらにブラジル政府は世界

経済および政治における影響力を高めるため，大豆を食糧，エネルギーの戦

略資源と定めている。

　こうしてブラジルの大豆生産と輸出は長期的に成長が予想されるが，解決
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すべき課題も多い。ひとつは価格変動にともなうリスクの軽減である。大豆

は，世界需要，天候，病害などコモディティがもつ価格変動のリスクを容易

に克服しえない。大豆のバイオ燃料への利用は，大豆価格を引き上げ，また

価格変動のリスクを分散するが，同時にそれは，大豆価格が大豆そのものの

価格だけではなく石油などエネルギー価格の影響を受けることを意味する。

投機を含め大豆価格の変動を従来よりも激しいものにする危険がある。エネ

ルギー価格が上昇すると，バイオ・ディーゼルに利用される割合が増加し，

食糧向けの大豆が安定して供給されないという問題が発生する。

　価格変動にともなうリスクを軽減するには，農家レベルでは最低価格保証

が必要になる。バイオ燃料への大豆利用については，ブラジル国内だけでは

なく海外においても，エネルギー政策，環境政策の観点から長期的な利用計

画を定め，石油などエネルギー価格の変動に過度に左右されることがないよ

うに，大豆価格と供給の安定化を図ることである。

　大豆生産者が負っている多額の債務の軽減は，ブラジル大豆産業のもうひ

とつの課題である。穀物メジャーに商業的，金融的に従属している大豆生産

者は，経済力の非対称性から，価格変動のリスクの多くを負担している。運

転，投資資金の不足は大豆生産を制約する要因になる。大豆価格が上昇すれ

ば債務は軽減する。日系，中国系商社など新たなバイヤーの登場もまた価格

交渉を有利にする。しかし，圧倒的な経済力をもつ穀物メジャーとの交渉は

容易ではない。協同組合など大豆生産農家と組織化をつうじて，自己金融力

を高めるとともに，価格交渉力を強化する必要がある。

　インフラの整備もまたブラジルの大豆産業がかかえる課題である。貯蔵，

道路，水路，鉄道，港湾などの不備は，セラード，アマゾン地域に栽培地が

広がりつつあるブラジル大豆の競争力を減殺している。政府および民間企業

は輸送網などの整備を進めているが，それは膨大な投資を必要とする。

　これまであげた課題は，大豆価格が上昇したり安定化すれば，克服あるい

は軽減可能なものである。インフラの整備も，���による投資負担の分散な

どをつうじて進展すると予想される。ブラジルの大豆産業の課題は産業その
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ものよりも，産業の外にある。大豆栽培にともなう環境破壊である。大豆栽

培は中央部を越えてアマゾンに点在するセラード地域，さらに道路，水路な

どのインフラの整備によって熱帯林奥深くに入り込んでいる。それはセラー

ド固有の生物多様性，アマゾン森林を破壊している。��大豆のセラード，

アマゾンへの導入は環境汚染を深刻化させる危険がある。食糧，飼料需要，

石油を代替しクリーンエネルギーとしての期待を増大させつつある国際社会，

そしてそれらをビジネス機会として捉え事業を拡大する穀物メジャー，さら

に同じく開発の促進，国際社会における経済，政治的なプレゼンス向上の好

機と捉えるブラジル政府，これらがブラジルにおいて大豆栽培を広範囲に拡

げ，環境破壊を引き起こしつつある。

〔注〕―――――――――――――――

�　本稿で用いる産業コンプレックスは，企業が編成する生産から流通にいたる

産業の有機的な連関を内容としている。農業，食品産業分野での産業コンプ

レックスについては���������［１９９１］。

�　��������	
������
���������	��
	［２００６�］。主要油糧種子とはコプラ，綿

実，パーム，落花生，菜種，大豆，ひまわり。

�　フード・レジーム論についてはフリードマン［２００６］および訳者解説，フー

ド・システム論については��������	�
	���［１９７４］，豊田［２００１］，グローバル・

バリュー・チェーン論については，����������	�
���������	�［２００１］，農業セ

クターのグローバル・バリュー・チェーンについては��������［２００６］を参

照。

�　経済自由化以前のブラジル搾油工業はそのほとんどすべて国内資本によっ

て営まれていた。詳細は小池［１９８７］参照。

�　セラード開発と日本の経済，技術協力については国際協力事業団［２００３］を

参照。

�　同様の指摘は��������	
���
���	［２００６］，���������	�
��［２００１］などでも

なされている。

�　輸出回廊についての詳細は西沢他［２００５］。

�　��１６３号の舗装など輸送網建設がアマゾンの環境に与える影響については，

������［２００３］，��������	
����［２００３］，�����������	
［２０００，２００２］などを

参照。

�　モンサント社など多国籍種子メーカーとブラジルとの関係については伊藤

［２００４］。
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�　モンサント社は，農家団体との交渉によって，２００４�０５農業年については事

前申請者の場合栽培収益の１％，事後申請者の場合２％，２００５�０６農業年につ

いてはそれぞれ２％，３％のフィー支払いで合意した。しかし現実には徴収は

進んでいないといわれる（��������	
������
���������	��
	［２００５�］）。

�　大豆以外のバイオ・ディーゼル燃料源となる油糧作物の実態については������

������［２００５］。

�　ブラジルにおける大豆の生産チェーン（産業コンプレックス）形成について

は���������	��	�
［２００２］，特にマットグロッソ州については，�������［２００５］

がある。

�　���������	�
�����２２����������������２００６。

�　�������，���でのヒアリング（２００６年９月）。

�　��������	
（���〔米国証券取引委員会〕資料，２００４年１２月３１日）。

�　穀物メジャーは投資資金を提供しない。機械など投資資金は，�������

��������	
������（特別産業金融機関・農業特別融資），����������（農耕・収

穫機械販売促進プログラム）などのプログラムを通じて，もっぱら国立経済社

会開発銀行（�����）など公的金融機関が行っている。詳細は����［２００６�］。

�　日系商社でのヒアリングによる（２００６年９月）。

�　��������	
（���〔米国証券取引委員会〕資料，２００４年１２月３１日）。

�　アジアさび病は１９００年代初頭に日本ではじめて観測された病気で，温暖で湿

度の高い気候で繁殖する。さび病に感染すると，植物は葉を失い，さやの形成

が妨げられ，結果として反収が減少する。ブラジルでは２００１年にはじめてさび

病は確認され，その後多くの産地に広がった。高温，降雨量の増加などさび菌

の増殖を促す要因が存在したが，風によるさび菌の伝播によって２００４年にはさ

び病は２４０の市町村に広がった。��������	
������
���������	��
	［２００４］。

�　通貨レアル高は，部分的には大豆を含む一次産品輸出の増加に起因するが，

それ以前に外国資金の安定的な流入を促し，インフレを抑制するための高金利

政策に起因している。貿易収支の好転によって高金利政策の根拠はひとつは

失われたが，景気回復にともなうインフレ懸念と，累積した国債の償還のため

高金利政策の継続を余儀なくされている。

�　大豆だけではなく農業部門全体であるが，不履行債務は農業生産の１０％と推

定されている（������［２００６］）。

�　連邦区農牧畜協同組合（������������	
����������	
������������������	�

����������	�
������������）でのヒアリング（２００５年９月）。
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食料の政治経済学――』こぶし書房。

本郷豊［２００４］「『遺伝子組み換え大豆』生産解禁のインパクト」（『ブラジル特報』

日本ブラジル中央協会　第１５５９号　１月　１１�１２ページ）。

油脂工業会館［２００６］「油脂産業における最近の中国事情」。

＜外国語文献＞
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＜定期刊行物＞

アメリカ大豆協会『週報』。
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農林水産省『世界の穀物等の需給動向』年３回。

農林水産省『海外農業情報』。

日本植物油協会『植物油ニュース』。

＜ウェブサイト＞
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科学技術省（����）　������������	��
����

国家配給公社（�����）������������	
���	����

国家バイオディーゼル生産利用計画（�����������	
	��	���	��������������������

������������	�
������������������������������	
）　������������	
�	�����
���

��
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